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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画の理念 
 

（１）基本理念 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、誰にでも起こる可能性があります。また、そ

の多くが防ぐことができる社会的な問題です。 

本市においても、国の自殺総合対策大綱の理念「誰も自殺に追い込まれることのない社会の

実現」をめざし、第１次計画から引き続き、以下のように基本理念を定めます。 

 

 

 

みんなの「生きる」を支え、あしたへつなぐまち “かりや” 

 

 

 

 

（２）ＳＤＧｓの視点を踏まえた計画の推進 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）は、平成 27（2015）年の国連サミットで採択された

「持続可能な開発目標」のことであり、令和 12（2030）年までを期限とする世界共通の目標です。

持続可能な世界を実現するために、17のゴールと 169のターゲットから構成され、経済・社会・環

境を包含する統合的な取組を示しています。 

ＳＤＧｓでは「地球上の誰一人取り残さない」を基本理念としており、その考え方は「誰も自殺に

追い込まれることのない社会」の実現をめざす本計画の理念と一致するものであるため、本計画の

施策を展開することにより、ＳＤＧｓの推進を図るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 
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２ 計画の基本目標と基本方針 
 

（１）基本目標 

令和４（2022）年 10月に閣議決定された「自殺総合対策大綱」で示された「自殺死亡率を令

和８（2026）年までに平成 27（2015）年と比べて 30％以上減少させ、自殺死亡率を 13.0 以下

とする」という目標を踏まえ、第１次計画においては自殺死亡率を平成 28（2016）年の 16.7か

ら、令和５（2023）年までに 14.4 以下、令和８（2026）年までに 13.0 以下という目標を設定

していました。令和４（2022）年の自殺死亡率は 16.8（平成 30（2018）年～令和４（2022）年

の平均値）と、平成 28（2016）年に比べると悪化していますが、本計画においてもこの方針に

基づき、さらなる取組の推進により、令和８（2026）年までに 13.0以下、令和 10（2028）年に

おいても 13.0以下を継続することを目標とします。 

 

指標 
基準値 

R4（2022）年 
目標値 

R8（2026）年 
目標値 

R10（2028）年 

自殺死亡率※ 
資料：地域における自殺の基礎資料 

16.8 13.0 以下 13.0 以下を継続 

※自殺死亡率は人口 10 万人あたりの自殺者数。外国人を含む警察庁統計を厚生労働省が再集計した「地

域における自殺の基礎資料」を使用する。また、自殺死亡率については、数値変動を考慮し、過去５年

間の平均値を採用する。 
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（２）基本方針 

基本理念の実現をめざすため、国の自殺総合対策大綱、県の自殺対策推進計画を踏まえつつ、

以下の３点を、本市の自殺対策における基本方針として設定します。 

 

基本方針１．「気づき」と「つながり」による自殺対策の推進 

 

自殺に追い込まれることは「誰にでも起こり得る危機」であること、 危機に陥った場合には、 

誰かに助けを求めることが重要であるということが社会全体の共通認識となるよう、広報活動

等を通じた啓発と周知を行うとともに、悩んでいる人に気づき、適切な支援につなげることが

できるよう、地域の自殺対策を推進する人材を育成します。 

 

 

基本方針２．自殺のリスク低下に向けた取組の推進 

 

ライフステージ＊や立場により置かれている状況は異なり、自殺に追い込まれる事情も異なっ

ているため、より効果的な自殺対策となるよう、それぞれが置かれている状況に沿った施策を

展開します。 

 

 

基本方針３．自殺予防に向けた連携体制・支援体制の強化 

 

自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや

孤立等の様々な社会的要因があることを認識し、自殺は個人の問題ではなく、「人が命を絶たざ

るを得ない状況に追い込まれるプロセス」であることを踏まえ、自殺対策を推進する上で基盤

となるネットワーク及び包括的な支援体制の強化に取り組みます。 
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